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公共経営としての憲法改正の可能性 


















































1997年 67.9% 25.3% 6.9%
1998年 75.0% 18.6% 6.5%
1999年 73.9% 20.0% 6.1%





























































































































































































































































































































































































































その通りだと思う そうは思わない その通りだと思う そうは思わない
65.4% 23.9% 1995年 69.1% 19.2%
68.9% 21.2% 1996年 70.8% 19.2%
66.1% 23.0% 1997年 69.5% 20.5%
65.5% 24.1% 1998年 66.2% 21.1%
66.6% 23.8% 1999年 70.1% 18.5%








































2002年 31.4% 16.5% 41.7%
2003年 30.3% 17.9% 42.0%
2004年 26.8% 19.9% 44.4%
2005年 27.6% 18.1% 43.6%
2006年 32.6% 20.9% 39.3%
2007年 35.8% 20.0% 35.7%














































































































































                                                                                                                                                  
と思われる現実も、「憲法現実」であると表現している。 
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な判断に基づき受け入れ可能な原理を含んだ憲法に合致した場合に限り正統性を備え得るものであると
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